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中国における技術スピルオーバーの計測
- 河南省個別企業データの分析から-

は じ め に

1970年代半ば以降発展途上国における外資企

業から地元企業-の技術スピルオーバーの計測

が盛んに行われるようになってきた｡とりわけ,

今日の東アジアの輸出指向型経済発展を見る時,

次の点で技術スピルオーバーが注目される｡ す

なわち,海外市場依存が国内市場の狭陰性とい

う制約条件を緩和させ,経済発展における技術

発展の地位を相対的に高めている｡ これまでは,

先進国において規模の経済が追求され重化学工

業が発展 している下で,途上国では低賃金労働

の豊富さが機械需要従って重化学工業製品市場

の発展を抑制 し,大量生産の困難がコス ト高

(コス ト高には低技術 も原因となっている)を

招き,先進国からの輸入品が支配するというよ

うな国内市場向け生産を前提とした構造が存在

していた｡ところがそれが変化して,海外市場

を目指して,その時その時の資源賦存状況に応

じてそれに適した産業育成を行いさえすれば,

順次,産業高度化が図られうるようになってき

た｡その結果として生じた現象が,今日の東ア

ジアに生じている輸出指向型経済発展だと言え

よう｡ しかし,そうした形での産業高度化を可

能にするためには技術力アップが求められ,産

業高度化の大きな原因のひとつとして技術スピ

ルオーバーが考えられる｡東アジアでは他の途

上地域と比べて土地改革が比較的に進み,工業

品市場が拡大されるとともに良質な労働力,広

範な技術者層が工業に提供された｡そういう

意味で途上国における技術スピルオーバーが

注目されるべきである｡

木 下 英 雄

これまでの実証研究では,技術スピルオー

バーが存在するか否かについて,結果が分かれ

ている｡ オース トラリアを対象 とした Caves

[1974], カ ナ ダ を対 象 と した Globerman

[1979], メキシコを対象 とした Blomstrom

andPersson[1983]などは,スピルオーバー

は存在するとし,他方,ヨーロッパ諸国を対象

とした Cantwell[1989],モロッコを対象 と

した HaddadandHarrison[1993],ベネズェ

ラを対象とした AitkenandHarrison[1991]

などは,スピルオーバーは存在 しないとした｡

これらの実証研究は,外資企業の存在と生産性

水準,生産性成長率,生産性乗離度との相関に

よってスピルオーバーを計測するものであるが,

このような結果の相違が出てくる原因として,

地理的,技術的距離や外資受け入れ国の競争の

程度などが指摘 されている｡ 例えば,Aitken,

HansomandHarrison[1997]は,経済活動の

地理的集中が大きければ大きいほどスピルオー

バーから得る利益は大きいとして,多国籍企業

とともに地元の輸出企業が輸出加工区や経済特

別区に集中することの重要性を主張する｡ これ

は,たとえ外資企業が多く存在 しても地理的集

中度が低ければスピルオーバーは小さいという

ことになる｡ また,Kokko[1994]は,大 き

な技術ギャップが市場における大きな外資シェ

アと同時に存在する産業においてはスピルオー

バーは起 こ りに くいとする｡ またさらに,

Kokko[1996]は, もう一つのあ りうる解釈

として,伝播によるスピルオーバーと競争によ

るスピルオーバーとを区別して考えることが必

要だとし,伝播によるスピルオーバーとは異
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なって競争によるスピルオーバーは,必ずしも

外資企業の存在によって規定されるのではなく,

むしろ外資企業と地元企業との間の同時相互作

用によって規定されるとする｡

最後に,中国を研究対象としたものに,浦田

秀次郎を中心 とする経済企画庁経済研究所編

[1997]や入山 [1999]などの研究がある｡外

資企業から国内企業への技術スピルオーバーの

存在が示されている｡ ただし,これは総計デー

タを用いたものである｡

本稿の目的は中国河南省において外資企業か

ら地元企業-の技術スピルオーバーが存在する

か否かを証明することである｡ 河南省は,今日

の東アジア型経済発展の波及と中国に顕著に残

存する内部循環型経済発展との両側面を持つと

いう点で注目される｡ そのために,まず第 Ⅰ節

ではスピルオーバーを大きくしたり小さくした

りする技術ギャップと東アジアへの技術移転の

諸段階を画する技術の特質の相違との関係につ

いての考えを述べる｡その上でまず第 Ⅱ節で

データについて述べ,第Ⅲ節で生産関数を用い

て全要素生産性を推定したのち,第Ⅳ節,第V

節において,この考えを適用 しながら中国河南

省における技術スピルオーバーの存在の有無を

立証する｡

Ⅰ 技術ギャップとアジアへの

技術移転の諸段階

さて,我々がこのあと計測する中国河南省に

おける技術スピルオーバーの分析と関連してく

るのは,前述の議論のうちの技術ギャップ論で

ある｡Kokko[1994]は,技術ギャップに関する

議論について次のように整理している｡これは理

論的視点からは全 く明らかになっておらず,二

つの対立する議論が,海外投資と技術移転に関

する文献の中に兄いだされるとされる｡ 第一は,

先進国の要素比率に適用可能な進んだ技術は低

開発国の低い資本集約性を持つ技術を改善する

にはほとんど役立たないので,多国籍企業子会

社の技術があまりに進んでいると,地元企業に

どんな影響も与えることができない,というも

のである (LapanandBardhan[1973])｡ こ

こからはスピルオーバーが技術ギャップと負の

関係にある,という見解が引き出される｡ 他方,

もう一方の議論は,ある程度の技術ギャップ

は多国籍企業の活動から地元企業が利益 を得

るのに不可欠であるとする (Findlay[1978],

WangandBlomstrom [1992])｡ ここではス

ピルオーバーは技術ギャップと正の関係 にあ

ることになる｡ そして,スピルオーバ ー計測

の実証研究はこの混乱状態を反映 している｡

BlomstromandWolff[1989]は,生産性成長

率と生産性収鉄率は外資雇用比率とともに初期

の生産性ギャップと正の相関があるとする｡ こ

れは後者の見解 と一致する｡ 他方,Haddad

andHarrison[1993]は,｢低技術｣産業では

トップ企業からの生産性乗離度は外資比率が高

いと小 さくなるという効果が認められるが,

｢高技術｣産業ではそのような効果は認められ

なかった, とする｡ Cantwell[1989] もヨー

ロッパ諸国では,強い技術的伝続のある産業に

おいて米国子会社の存在は地元企業の技術的能

力にもっとも強い正の影響を与えたとする｡

さて,以上が Kokkoによるスピルオーバー

と技術ギャップに関する議論の整理であるが,

このような対立する議論の背後には,産業間に

存在する技術の性格の相違があるように思われ

る｡ すなわち,スピルオーバーと技術ギャップ

との間の負の相関は先端産業の技術の性格に

よって,正の相関は在来工業の技術の性格に

よって生じると考えられる｡

このことを東アジアの経済発展との関わりで

具体的に述べれば,次のように言える｡ 今日,

束アジアの経済発展の様相を特徴づける議論と

して ｢構造転換連鎖｣論 (渡辺 [1998])とか

｢雁行型発展｣論 (経済企画庁編 [1994])な

どがある｡ これは,日本を先頭とする束アジア

の国々が始めは労働集約的な軽工業から産業確

立を始めるが,賃金上昇や自国通貨高を契機と

して自国はより高度な産業に移行 しより後発の

国にそれまでの在来の産業での優位を譲ってい

く,という連鎖が生じ,これらの国々の間で国
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際的な垂直的分業体制を確立して ｢域内循環構

造｣を確立していくというものである｡

この ｢構造転換｣によって区切られる産業確

立の諸段階における技術導入の特徴について,韓

国での国際会議に提出された Amsden [1995]

を参照しつつ,平川 [1998]は次のように論じ

ている｡ 平川は,この諸段階は三つの段階から

成るものとする｡ すなわち,労働集約的輸出産

業段階,重化学工業段階,そして先端産業段階

である｡

第一に労働集約的輸出産業確立の段階では,

国際下請生産を主要なルートとして技術を確立

したとしている｡｢現地地場企業,合弁企業,

多国籍企業の完全子会社などの形態によって技

術移転の形態上の違いがあるにしても,OEM

などをはじめとする国際下請生産によって製造

加工技術,材料,品質,デザイン,さらには経

営技術などの指導を受けそれを吸収 し,急速な

技術追跡を実現 したのであった｡｣そして多国

籍企業報告書に注目しつつ,この現地企業-の

国際委託を通じた技術指導の中核を担ったのは

日米の大規模小売業であったとする｡

第二に重化学工業確立の段階では,技術は工

業プラントの輸入によって行われたとされる｡

重化学工業化段階の大きな技術的特徴は,基本

的な生産技術が機械設備に体化されており,技

術は工業プラントの輸入によって比較的容易に

移転されることができるとする｡ 韓国や台湾は

1960年代にも重化学工業確立を試みたがその時

は狭隆な国内市場と資本不足のために断念した

という経緯があり,石油危機を契機とした先進

国の重化学工業企業のプラント輸出と産油国オ

イルマネ-のユーロマネー市場を通 じた NIEs

-の還流というチャンスに,それまでに蓄積さ

れていた基本的な技術が生かされた｡

第三の先端産業の発展段階では,多国籍企業

と現地企業との技術提携が重要な役割を果たし

ているとされる｡ 先端産業では,製品サイクル

の短縮化が新製品開発コス トを高めるとともに,

その短縮化が製品の単位あたりコス トを上昇さ

せるのでその上昇を抑えるためにまた開発コス
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トが膨張している｡ そしてこのように開発コス

トが非常に大きくなっているもとでは,いかな

る名門企業も急速に開発の進む全ての領域にお

いて世界的に優位を保つことは不可能である｡

そこで弱点領域を補い,競争力補強するために

技術提携関係に入るとされる｡ ただしここでな

ぜ東アジアの企業が重要な提携先となるのかに

ついての説明はあまり明白ではないように思わ

れる｡ 韓国のように半導体産業においても現地

企業が瞬く間に世界有数の先端技術企業に成長

した理由は,技術導入が容易であるとともに,

設備投資型で技術習熟効果が期待できたからだ

とされる｡ また,最近になり,単純な半導体組

み立て部門だけでなく,ウエハー-の回路の焼

き付けなど複雑な工程,さらには研究開発部門

まで拠点を東アジアに移していることを指摘 し

ている｡

以上を後論との関わりで整理すると次のよう

になる｡まず労働集約的産業確立の段階では,

商人が技術指導を担ったことからもそこでの技

術はかなり単純なものであったと予想される｡

平川も ｢ここでの技術の吸収の中心は,導入技

術の比較的単純な吸収である｣と述べ,この段

階で重要なのは操業技術の吸収だったとする｡

第二の重化学工業確立における工業プラント輸

入は巨大な資金を必要とするが,技術が設備に

体化されているがゆえに,重要なのはむしろ国

家の役割であり,技術者の役割は相対的には低

く,資金調達などの問題をクリアすれば技術吸

収は比較的容易だったと考えられる｡ 平川は

｢現場の技術者,熟練労働者などの努力は欠か

せないが,おそらくそれ以上に国家の産業政策

とマクロ経済管理が重要であった｣とする｡ 第

三の先端産業の発展段階において,多国籍企業

が NIEs企業と技術提携を結んだ り,研究開

発部門まで東アジアに拠点を移したりする理由

のひとつは,この地域には海外留学 して高等教

育を受けた人材が (他の途上地域と比べても)

豊富に存在していることであると考える｡ 平川

は ｢先端技術の開発において,工業先進国で高

等教育を受け訓練を積んだ人材が果たす役割は
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重要｣であり,｢東アジアの先端技術蓄積が急

速に達成されている背景には,政府の先端技術

開発政策とともにこうした人的移動による技術

移転があるといわねばならない｣としている｡

要するに,第一の労働集約産業確立での導入

技術の中心は操業技術であり,第二の重化学工

業確立でのそれは工業プラントの操作技術であ

り,第三の先端産業確立でのそれは海外の高等

教育を要する技術である｡ そしてこのような段

階ごとの導入技術の吸収のための条件が整って

いるか否かで,スピルオーバーと技術ギャップ

との相関が正になるか負になるかが決まるもの

と考える｡ そして,我々がこれから分析する中

国の場合,第一,第二の段階の条件は充たして

いるが,第三の条件は充たしていないのではな

いかと思われる｡ すなわち,第-については,

中華人民共和国成立以前から軽工業は小規模な

手工業が多かったとはいえ,綿紡績,綿織布,

製糸などで近代的工業も存在 していたし,第二

についても日本の植民地時代から特に満州にお

いて電力,鉄鋼,化学などの工業が発展 し,新

中国では軍事的配慮から内陸部を中心に重工業

が重要視された (堀 [1994])｡従って第一,第

二に関しては基本的な技術は持っており,外資

企業から技術を吸収する能力を持っているので

はないかと思われる｡ ところが第三については,

NIEs諸国と比べて海外留学熱が高まるのは遅

く,しかも研究開発体制の整備が遅れているた

め帰国者が少ない (藤村 [1998])ことから,

最先端の基礎的な科学研究とより密接な関係に

ある先端産業では,技術ギャップが大きすぎて

スピルオーバーは起こりにくいと考えられる｡

ⅠⅠ デ ー タ

観測の対象としては,中国河南省を選択 した｡

その理由は,中国の個別企業データが複数年に

わたって掲載されている統計資料は,私見の限

り,全国レベルの統計資料には存在せず省以下レ

ベルの統計資料のみであり,かつ河南省のデータ

が最も量的に豊富だからである｡個別企業データ

が掲載されている省別統計年鑑は,河南省のほ

か,山東,江西,河北,雲南,貴州,海南,甘

粛,寧夏,西蔵,陳西,福建,広西その他多 く

の各省統計年鑑があるが,生産関数の付加価値

Y,固定資産 K,労働者数 Lが全てそろって

いるものとなると意外に少ない｡しかも掲載企

業数が非常に少なく,河南省の1000社は他と比

べて断然多 く,それに山東省の600社,江西省

の400社,雲南省の300社などと続 くのみである｡

ここで簡単に,河南省のことについて述べて

おく必要があろう｡ 河南省は中国では ｢中原｣

とよばれているように内陸部の中心的位置にあ

り,河南省には,省都の鄭州市のほか,局,後

漢,三国の魂,西晋,北魂,惰,五代,後唐な

ど九王朝の首都洛陽市,魂,五代の後梁,後晋,

後漠,後周,そして北末,金の七王朝時代の首

都開封市など歴史上重要な都市が含まれている｡

北宋終蔦後はこれまで河南省は後進的な地位に

甘んじてきたが,最近になって工業化が始まっ

ている｡ 河南省の場合,工業化の波の二つの流

れ (沿海部輸出指向工業化 と内陸部農村工業

化)の双方が波及してきており,省政府はこの

二つの流れに上手く乗ることによって省の経済

発展を図ろうとしている｡河南省は沿海部では

なく内陸部にあるが,ヨーロッパや東南アジア

につながる様々な幹線道路が省都鄭州市に集ま

り,大陸陸上交通の要衝の地となっている｡ 鄭

州市は経済開発区に指定され,省は外資を積極

的に呼び込み外国への輸出を増やして外貨を稼

ぐ戟略を立てている｡ また農村部では他地域の

農村と同様に農業生産力の向上をバネとして余

剰資金と余剰労働力を利用 して,農村内部から

工業化が図られている｡ 軍義市回郭鋲は農村社

隊企業の発祥の地となっており,鄭州市では現

荏,農村工業化の主力である郷鎮企業の従業員

はすでに100万人を越え,葦義市の郷鎮企業の

従業員はその市の農村余剰労働力の65%以上を

占めている (石原 ･孫 [1996])｡いずれの流れ

においても地元で生起してくる,あるいは生起

した企業への技術移転が生じており,それが河

南省の経済発展において重要な役割を果たして

いると考えられるが,ここでは外資企業から地
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元企業-の技術移転を計測する｡

使用 した基本データの出所は,『河南統計年

鑑』の1991年版から95年版に所収されている,

1990年から94年にかけての個別企業データ ｢大

中型工業企業主要指標｣である｡ ここには本稿

で必要となる企業データが,約1000社分掲載さ

れている｡ ただし古いものはどデータ数が少な

く,年によってデータ数は異なる｡ この ｢大中

型工業企業主要指標｣の ｢工業総産値 (万元)｣
のデフレートした値を付加価値としての生産量

yに,｢平均職工人数 (人)｣を労働 上に,｢固

定資産浄値 (万元)｣のデフレー トした値を資

本ス トック且 にあてた｡

ここで言う ｢工業総産値｣とは,工業企業の

産出額のことである｡ ｢売上収入｣の項 目も

あったが,次の点から工業総産値を用いるのが

適切であると考える｡すなわち,景気変動によ

る影響を小さくするという点である｡しかし,

工業総産値も決して生産能力そのものを表すわ

けではなく,景気変動が稼働率に影響 し,工業

総産値にも影響を与えると考えられる｡ このよ

うに景気変動に影響されるデータを用いて ｢生

産性｣を計測することは,非常に大きな問題で

ある｡ とりあえずここでは,他の研究でも行わ

れていること, 2年分ではなく5年分のデータ

を用いればその間題はある程度緩和されると考

えられることなどから,本研究でもこの ｢工業

総産値｣を生産性計測に用いることとした｡

｢固定資産浄値｣ とは,｢固定資産原価｣か

ら年間の減価償却額を差 し引くことによって得

られる,ネットの固定資産価値である｡確かに,

本稿の目的からすれば,資本ス トックはネット

よりもグロスの方が優れていると私は考える

(理由は後の機会に述べることになろう)｡しか

し残念ながら,グロスの資本ス トックを表す

｢固定資産原値｣は一年分しかないので,ネッ

トの ｢固定資産浄値｣を利用することにした｡

工業総産値および固定資産浄値のデフレー ト

は,『河南統計年鑑』掲載の ｢工業晶出廠価格

指数｣を用いた｡｢工業総産値｣については,

それぞれの部門の ｢総産値｣をそれぞれの部門
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の価格指数で割ってやり,｢固定資産浄値｣に

ついては,そのうちの当年投資分相当額を,機

械工業の価格指数と建築材料工業の価格指数と

をそれぞれの生産量で加重平均 した値で割るこ

とによってデフレートした｡当年投資分は,新

規投資と減価償却分更新投資との合計である｡

新規投資は,｢固定資産浄値｣の前年からの増

加分で表される｡ 減価償却分更新投資は,固定

資産が工場の機械と建物とから成 り,それらの

耐用年数の平均を20年とし,20年かけて毎年均

等償却されていくものと仮定して減価償却分を

推計することにより,求めた｡実質値は,総産

出額および固定資産額ともに1990年を基準とし

ている｡

ⅠⅠⅠ 生産関数および全要素生産性の計測

さて,本稿では前章の議論を実証的にテス ト

するために,二つの方法を用いて中国河南省に

おける外資企業から地元企業への技術スピル

オーバーを計測するのだが,まずその前にその

計測に必要な各企業の全要素生産性および各産

業ごとの生産関数を計測することにする｡

先 行研 究 で は, 上記 の Caves[1974],

Globerman[1979],Blomstrom andPersson

[1983]までの初期の研究は,生産性には労働

生産性を用いている｡ 労働生産性を用いる難点

は,機械に体化された技術を含んでしまうとい

う点である｡ 先進国から最先端の機械設備を購

入しさえすれば,直接投資された外資からの技

術スピルオーバーが存在しなくても労働生産性

は高くなってしまう｡BlomstromandPersson

は,労働生産性に影響を与える外資比率以外の

他の諸要因の一つの中に資本 ･労働比率を加え

てお り,この指標でコントロールしている｡

Cavesおよび Globermanも, (資本ス トック

データがないため資本 ･労働比率という指標を

用いることはできなかったが)この指標の代理

変数を使用 している｡BlomstromandPersson

の研究において,資本ストックデータがありな

がら全要素生産性を用いていない理由は,デー

タが 1年分しかないためである｡ 仝要素生産性
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の計測は,それぞれの投入要素の生産弾力性が

はじめからわかっている場合は別だが,それが

未知でパネル分析を行う場合は,最低 2年分以

上のデータが必要である｡ HaddadandHarri-

son[1993]によれば,この種のスピルオー

バー研究において初めてパネルデータを用いて

仝要素生産性を計測したのは,Blomstromand

Wolff[1989]である｡

ここで,｢仝要素生産性｣概念およびその本

研究-の利用について簡単に述べておきたい｡

｢全要素生産性｣概念は,Solow [1956]の

新古典派成長論における技術進歩概念が,De-

nison[1962] や Jorgenson and Griliches

[1967]らの成長会計の考えと一体化 して形成

されたものであり,経済成長に対する労働や資

本の投入以外の貢献要因として認識された広い

意味での技術を表す概念である (渡辺 ･宮崎 ･

勝本 [1998])｡本研究およびこれまでの途上国

-の技術スピルオーバー研究において ｢仝要素

生産性｣が分析道具として用いられると好都合

と考えられる理由は,以下の点にある｡ すなわ

ち,それは,一言で言えば,人に体化された技

術ないし技能を計測するという点である｡ 途上

国ではしばしば先進国から最新鋭機械設備を購

入することで生産力アップが図られる｡ 労働生

産性の上昇がこのような機械設備に体化された

技術による生産力アップを反映してしまうのに

対 し,仝要素生産性はそのような機械設備に体

化された技術による生産力アップを反映せず,

途上国の人々の力量の成長を計測する道具とし

て役立つ｡この観点からすれば,それぞれの生

産要素および産出量は,物量表示が望ましい｡

その場合,それぞれの生産要素および産出量と

の関係は,あくまで技術的な関係を表すもので

あるからである｡幸い,中国の統計資料に掲載

されているのは,労働に相当するデータは賃金

ではなく労働者の人数であり,労働者の力量の

増大が労働を表すデータに反映されることはな

い｡他方,より精度の高い機械設備の購入は,

資本の物量のより大きな増大として,資本の実

質化されたデータに表される｡ 結果として,人
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に体化された技術の向上は,資本と労働以外の

産出増大-の貢献要因としての ｢全要素生産

性｣の上昇という形で表されることになる｡

さて実際の計測に移ることにする｡まず,技

術の大きさを表す仝要素生産性の計測に必要な

生産関数モデルを

Y-ALαKβ (α+β-1) (1)

とする｡Aが仝要素生産性を表すものと仮定

される｡ Yには ｢工業総産値｣を,Lには ｢職

工数｣を,且 には ｢固定資産浄値｣をあてた｡

規模に関して収穫一定,α+β-1と仮定 した

のは,多重共線性を除去するためである｡ 実際

に,このような仮定をせずに推定を行ったとこ

ろ,固定資産の生産弾力性の値がいくつかの産

業部門で負となったが,この仮定によりある程

度改善され,負の弾性値がでた産業部門は黒色

金属だけとなった｡なお,ここでの生産関数は

あくまで技術的な関係について述べており,完

全競争を仮定した場合の完全分配の原理は一切

論じない｡全要素生産性の計測は(1)式の対数

をとり

logY,j,-∑(logaり)D"･+αlogL"･t

+BlogK"i+u"･t (2)

とし,この企業ダミーの係数 logaiJ(時間 才と

は関係なく一定と仮定)を,それぞれの部門に

ついて全企業一定と仮定された係数 αとβと

ともに,パネルデータの固定効果モデルを用い

て企業ごとに計測した｡ここで iは企業,jEま

産業部門,舌は年を表すものとする｡

ここで,簡単にパネル分析において固定効果

モデルを選択 した理由について述べておく｡ ミ

クロデータにおいては,個々の経済主体の属性

(やその周 りで発生するショック)に大きく影

響される｡ この欠点を補う方法として,同じ経

済主体の異時点間にわたるデータを用いて,こ

の属性を,個別効果を表す変数で表して分析す

ることをパネル分析という｡

変量効果モデルが,観測対象の個別効果を誤
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差項にふくめ確率変数として取 り扱うのに対 し,

固定効果モデルは,個別効果を定数項で表 し

(異時点間で一定だが経済主体ごとに異なる)

非確率変数として取 り扱 う｡

変量効果モデルでは,定数項は異なる経済主

体間,異時点間でも一定とされ,誤差項の差に

よって個別効果を捉えようとする｡ 本稿の例に

即 して言えば,本来的には同一産業の企業間,

異時点間で仝要素生産性は同一とするが,従業

員の能力などの企業間での相違によって,仝要

素生産性も企業間でばらつきが出てくる｡ 変量

効果モデルはこのようなばらつきを個別効果と

して捉える｡ 全要素生産性は本来,一定とされ

るのであるから,どの企業のどの時点をとって

も従業員の能力差などによって生じてくる仝要

素生産性のばらつきは期待値が0でなければな

らない｡これは,個別効果以外の諸要因を表す

他の誤差項が,正 しい推定が行われる限り全体

についての無条件期待値が必ず 0となるのとは

区別される｡ もし,前者の期待値が0でないと

きは,説明変数 Kや Lとこの全要素生産性の

ばらつきとの間に相関があるということになり,

生産弾力性 α,βの推定量は一致性を持たなく

なる｡ 実際のところ,Kや Lの大きい企業に

は優秀な従業員が集まりやすく,生産弾力性の

推定量が一致性を持たないという問題は,存在

している｡

この点,固定効果モデルでは,誤差項に個別

効果をふくめず,個別効果は定数項で表される

ので,生産弾力性の推定量の一致性がなくなる

という問題は存在 しない｡そもそも,仝要素生

産性が本来的には一定という仮定に問題があり,

仝要素生産性は企業ごとに大きく異なっており,

誤差項の中にではなく,モデルの中に定式化さ

れるべきである｡

固定効果モデルの回帰式では,個々の経済主

体の属性は,ダミー変数で処理される｡ 時間 t

とは無関係に,企業 iがダミー変数の添え字に

等 しければ1,他の場合は0とする｡

なお,α+β-1と固定 したことから,実際

の推定に用いた式は次のものである｡
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logYi,I,-∑(loga"I)Di,+αlogL.･jt

+(11α)logK"i+u"･,

logYi,･,-logKij,-∑(logaij)D,,I

+α(logLi,･rlogK,I),)+uiJ, (3)

推定結果は末尾の表 1の通 りである｡

ⅠⅤ スピルオーバーの計測その 1
- 外資比率と生産性希離度との相関-

こうして得られた生産関数および仝要素生産

性を用いて以下の2つの方法で技術スピルオー

バーの存在を確認する｡ 第一は,それぞれの部

門におけるトップ企業とそれぞれの企業との全

要素生産性の乗離度を計測し,それと部門ごと

の外資比率との相関を調べる｡ すなわち,もし

外資から地元企業に技術スピルオーバーが生じ

ているならば, トップにいる外資の生産性と地

元企業の生産性との乗離は小さくなっていくは

ずである｡ 従って外資の割合が大きい部門では

この乗離が小さく,外資の割合が小さい部門で

はこの乗離は大きくなると考えられる｡ 生産性

における各企業の トップ企業からの乗離度は次

の式で表すことにする｡

UJ-∑(max(a,･,)-ai,)/n(ma.r(a"･))(4)

ここで iは企業番号,jGj:部門番号を表す｡aiJ

は個別企業の仝要素生産性,すなわち部門.‖こ

おける企業 iの生産性を表す｡nは企業数であ

る｡ つまり,この乗離度は各企業の生産性から

トップ企業の生産性を引いたものの平均をトッ

プ企業の生産性で割ったもので表される｡ トッ

プ企業の生産性で割る理由は,生産性が大きけ

れば尭離が大きくなるのは当然であり,このよ

うな生産性の大きさの違いを原因とする乗離の

大きさの違いを除去するためである｡ 我々の主

要な課題は,この乗離度が外資比率との間に相

関があるかどうかを確かめることである｡すな

わち,

U,-i(FDI,･) (5)
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である｡

我々の仮説は,以下のようなものであった｡

東アジアの経済発展の ｢雁行形態｣論は,その

内部のそれぞれの地域の産業確立の段階的な発

展を示すものである｡ 先端産業の主要技術と獲

得条件は,在来産業のそれらとは段階的相違が

ある｡ 河南省は,中国内陸に位置し,他の内陸

諸省とともに沿海諸省の後方について発展 して

いく可能性がある｡ まだ発展途上にある河南省

では先端産業の技術は吸収がおぼつかず外資企

業の河南省-の来省によってむしろ技術格差が

先端産業では広がる,が,この先端産業以外で

は技術格差は縮まる,というものであった｡た

だ残念ながら段階的相違といっても,先端産業

に属するとはっきり言えるのは電子産業しかな

く,ダミー変数を用いて厳密にそれぞれの異

なった相関の仕方を段階の相違の反映として表

すことはできない｡それをあえて表せば次のよ

うになる｡ 機械関連産業は,その発展が先端産

業の発展の影響をより強く受ける産業と考え,

機械,精密機械,輸送機械,電機,電子通信の

5産業につき1とする機械関連産業ダミーを

β として定式化した｡

U,I-β1+β2FDI,+β3D+β4D*FDI,･(6)

仮説が正しければ,機械関連を除く在来産業に

おける傾 きは β2で表され,負 となり,機械関

連産業における傾 きはβ2+β4で表され,正と

なるはずである｡ 加重最小二乗法により,以下

の推定結果を得た｡前者は外資比率を売上収入

で表したものであり,後者は外資比率を企業数

で表したものである (グラフ1およびグラフ2

を参照)｡なお,前節の生産関数の計測におい

て生産弾力性のどちらか一方でも負が出た産業

部門は除いてある｡

Uj/6,-0.708547/♂,･+0.106042FDI,/8,

(324.154) (3.76375)

+0.132078D*FDI,/6,･

(5.53693)

括弧内は g値である｡ 外資比率の係数はどちら

も正で 1%の有意水準で有意である｡

U,./(,I-0.702931/Ej+0.053163FDI,/Ej
(68.2072) (0.606020)

+0.033313D/(,+0.377832D*FDI,/E,
(1.94398) (3.35363)

こちらも残念ながら係数は両方とも正となった｡

t値は,機械関連産業ダミーのついた外資比率

の係数 β4は1%の有意水準で有意だが,全産

業共通の外資比率の係数 β2が有意でない｡し

かし,β3とβ｡がともに0となる場合,

U/),･-0.662871/),+0.768838FDI,･/),･
(28.3083) (5.95384)

とt検定において有意な結果が出ているが,ダ

ミー変数を用いた定式化の有効性は,このよう

な残差の平方和が β3とβ｡がともに0となる

場合と比べても非常に小さくなり,F検定にお

いて,F値が87.13736とFo.01(2,16)-6.23

より大きいことから,明らかである｡ 従って,

機械関連産業において他の在来産業と比べて外

資比率に対して生産性禿離度が正の方向に強く

反応するという点は肯定できよう｡

だがしかし,全産業共通の外資比率の係数が

負とならなかったことについては,検討されな

ければならない｡ そもそも経済上の競争におい

て格差が縮まるということは希有なことである｡

仝要素生産性格差が縮まるということは,格差

の拡大要因としての物の生産から規定される面

が,格差の縮小要因としての (今後ますます肥

大化すると考えられる)技術 ･知識の生産から

規定される面によって凌駕されることによって

初めて生じるというのが私の仮説である (両生

産が縮小要因となるか拡大要因となるかを分か

つものは生産の本来的なあり方において市場に

媒介されるかどうかにあると考えている)｡河

南省ではこれがまだ生じていないのだと考えら

れる｡ だが中国全体がそうかというと,そうで
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はなく,沿海諸省を中心に,香,というより大

抵の省で乗離度は縮まっているようである｡ 前

述の浦田の研究 (入山の協力を得ている)によ

れば,1993年から94年にかけて外資企業との乗

離度がほとんどの省において国有企業でも集団

企業でも縮まっているのに対 し,河南省では国

有企業では大きく広が り,集団企業でも僅かし

か縮まっていないということになっている｡

従って上記の結果は,浦田の研究結果とも一致

しており,現実を反映している可能性が強いと

言えよう｡

なお,河南省においても,より最近になると

生産性禿離度が縮まる傾向がかなり大きくなっ

てきているようである｡『河南統計年鑑』1997

年版,1998年版には,初めて三資企業の部門ご

との経済指標が掲載されている (ただし職工数

はなし｡しかし賃金を含む流動資産の項目があ

る｡ また工業総産値がなかったので売上収入の

項目を用いた｡前者があれば前者の方がましな

のだが,どちらにせよ景気変動に影響されてし

まう指標であることには変わりなく,実際の

ところこの二つの指標に大きな違いはない)｡

これを用いて浦田と同 じ方法 (Jorgensonand

Nishimizu[1978]によって開発された方法)

を用いて産業部門ごとの外資企業と三資企業と

の生産性禿離度を1996年と1997年について計算

してみた｡計算方法は次節の方法と似ているが

以下の通 りである｡

log(TFP/)-log(TFPd)-log(SALE/)-log(SALEd)

-a(log(CURRENTf)-log(CURRENTd))

-β(log(FIXED/)-log(FIXEDd)) (7)

ここで TFPは仝要素生産性,SALEは売上収

入,CURRENTは流動資産,FIXED は固定

資産,添え字のfは三資企業,dは国内企業を

表す｡αと βには,それぞれ一律 0.8と0.2

を代入した｡この値は,表 1の生産弾力性の値

から推測して決めた｡計算結果は巻末の表 2を

見ていただきたい｡数値は,上記の式で表され

た,1996年から97年にかけての乗経度における
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名目値の増減を表す｡まず トータルでみて三資

と国有とでは僅かに,三資と集団とでは大きく

禿離度が縮小 している｡ 個別産業についてみる

と,三資と国有では,食品加工,飲料,印刷,

化学,化学繊維,プラスチック,非鉄金属,輸

送機械,電機,精密機械などで縮まっている｡

集団と三資では,これらの産業全てにおいて縮

まっている他,食品製造,縫製,木材加工,家

具,製紙,文房具,ゴム,普通機械などにおい

て縮まっている｡ だが,紡織,皮革,石油加工,

製薬,セラミック,製鉄,金属製品,専用設備,

電子通信,電力などにおいてはどちらも拡大し

ている｡ 機械関連部門においても輸送機械と電

機において乗離度が縮まっているのは,輸送機

械において商用車が急速に伸び,電機において

必需的家電中心に成長している最近の中国経済

の急追の凄まじさを反映している｡しかし,軽

工業における紡織や重工業の製鉄など在来産業

の中心的部門においてさえ乗離度が拡大 して

いる点で,最近になっても前述の仮説が河南省

において現実のものと成っているとは言い切れ

ない｡

さて,上記では,産業部門ごとの技術獲得条

件の段階的相違を考慮して,ダミー変数を用い

て構造変化をとらえようとするものであったが,

実は,外資比率の二乗の項を入れて二次関数の

形にすると,次のような結果が得られた｡上記

と同じく,前者は外資比率を売上収入で,後者

は外資比率を企業数でとってある｡

U,･/41,･=0.704240/少j+0.135927FDIj/¢j
(210.819) (3.05781)

+0.241696FDI,･2/4,,I
(2.68783)

ここでも加重最小二乗法を用いて推定している｡

g値は,一次の項の係数は1%の水準で有意で

あり,二次の項の係数は5%水準で有意である｡

Uj布-0.768772/61-1.68388FDI,/E,I

(26.3497) (一2.23552)
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+9.48354FDI,･2/E,I
(2.64279)

同じく加重最小二乗法を用いた｡g値は,一次

の項,二次の項 ともに有意水準 5%で有意で

ある｡

生産性乗離度の外資比率との相関が二次関数

の形になることの意味については,次のような

ことが考えられる｡ これは,これまで論じてき

たこととは異なることを表している｡ すなわち,

在来の産業部門については,外資からの技術吸

収能力を持ち,外資比率の増大とともに生産性

乗離度は縮小 していくが,先端産業においては

技術吸収能力がなく生産性乗離度が増大してい

くというのではなく,在来産業においても外資

比率が増大するにつれて,最初は労働強度の増

大,機械操作など作業効率の向上及び簡単な研

究開発で対応 し,生産性乗離度を縮めるが,さ

らに外資が入 り競争が強まるにつれてそれらで

は対応できなくなっていく,というものである｡

輸出指向でなく,狭い国内市場で競争する時,

この傾向がより強まると考えられる｡ 市場が狭

ければ,大量生産技術の導入によるコス ト低下

を抑制され,利益縮小で研究開発支出をも抑制

されるので,低価格 ･高品質の外国製品に支配

されやす くなる｡ 内陸の河南省の場合,この傾

向がより強いのかもしれない｡実際,河南省は

中国の中で経済発展の内発的性格の最も強い省

と言ってよい｡『中国統計年鑑』1995年版の

データを用いて輸出依存度 (輸出/増加値)お

よび輸入依存度 (輸入/増加値)を計算すると,

前者は河南省が一番小さく,後者も河南省は青

港,山西,甘粛に続 き4番めに小さい｡しかも

河南省は,国民 1人当たり所得が中国全体で8

番目に小さい省である｡ 外資はもちろん輸出入

依存度は国内企業にくらべはるかに大きい｡

Ⅴ スピルオーバーの計測その2

- 外資比率と生産性成長率との相関-

第二の技術スピルオーバーの計測方法は,外

資比率と仝要素生産性の成長率との相関をみる

というものである｡ 仝要素生産性の成長率は

次のようにして求められる｡まず,(2)式を時

間 tで微分 してその導関数の両辺に dtを掛け

ると

dlogY,,･t-dlogAりt+αdlogL,,･t+βdlogKi,･t

-dA,j,.1ノ礼jt+αdlogL"･t+βdlogK,i,

となり,よって

dA"･t.1/Aijt=dlogYij,-αdlogL"I,

-PdlogKi,･t (8)

という形で求められる｡αおよび βには,第

Ⅲ節で生産関数の計測で推定されたものを用い

る｡確かに,そこでは αおよび βは個々の企

業の仝要素生産性が 5年間一定であることが前

提されている,という問題がある｡先行研究で

は,完全競争を仮定して完全分配を想定し,早

に,付加価値にしめる諸要素のシェアを代入し

ているが,本研究では,完全競争を仮定してい

ないのでそれは行わない｡他の方法として,全

ての企業の仝要素生産性を一定としてパネル分

析を行い,それぞれの年の仝要素生産性を求め

ることも考えられるが,そうすると今度は個別

効果を無視することになる｡

この成長率を中国河南省の個々の企業約1000

社について1990年から94年までの毎年分計算 し,

これを用いて部門ごとに4年間の平均年間成長

率を算出した｡ただし,残念ながら資料上の制

約で毎年の外資比率を求めることができず,毎

年の平均年間成長率と毎年の外資比率との相関

を示すことはできない｡なお,ここで用いた外

資比率は,1996年のものである｡ 生産性成長率

の方が1990年から94年を対象とするものであり,

問題があるが,ここではそれぞれの産業部門の

外資比率が部門間で比例的に変化 しているもの

と仮定しておく｡

こうして求めた生産性平均年間成長率を部門

ごとに外資比率に回帰させる｡
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(dA/A),二g(FDIj) (9)

われわれの仮説は以下のようなものである｡

まだ発展途上にある河南省では先端産業の技術

は吸収がおぼつかず,先端産業では河南省への

来省した外資企業との競争に負けて生産性成長

率は外資比率の増大に従い小さくなるが,この

先端産業以外では生産性成長率は大きくなると

考えられる｡ 具体的には,前節と同様に産業部

門ごとの技術移転の段階的な相違を表すため,

機械関連産業ダミー変数を設けて定式化する｡

(dA/A),･-β1+β2FDI,･+β3D

+B4D*FDI,･ (10)

仮説が正しければ,機械関連を除く在来産業に

おける傾きはβ2で表され,正となり,機械関

連産業における傾 きは β2+β4で表され,負

となるはずである｡ 加重最小二乗法により,以

下の推定結果を得た｡前者は外資比率を売上収

入で表したものであり,後者は外資比率を企業

数で表 したものである (グラフ3およびグラ

フ4を参照)｡前述の生産関数で計測された生

産弾力性が負 となった部門については除いて

ある｡

(dA/A),/0,=-0.057531/0,+0.316644FDI,/0,

(-4.72590) (3.37261)

+0.142383D/Oj-0.62751D*FDI,./OJ

(7.88398) (-5.23416)

全ての項において, 1%の有意水準において有

意である｡

(dA/A),･/i),･-I0.062699/i,j+0.481502FDI,･/i,j

(-3.93914) (2.93680)

+0.177362D/LJj11.44003D*FDI)/i),･

(9.12209) (-8.26175)

これもまた推定結果は,全項において1%の有

意水準で有意となった｡そして両式とも, β2
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で表される機械関連を除く在来産業における傾

きは +0.316644および +0.481502と正になり,

β2+β4で表される機械関連産業における傾 き

は0.316644-0.627506--0.310862お よび

0.481502-1.44003- -0.958528で負 となり,

技術移転の段階的相違についての仮説を正しい

ものとして裏付けるものとなった｡

しかし,次のような問題が残っている｡ それ

ぞれの産業部門の生産性成長率を見ると20産業

部門中,11部門で負となっている｡ これは,ど

のように説明されようか｡次のような説明が一

応可能である｡ すなわち,ソフトな予算制約の

ために非効率性が問題となっている国有企業は

生産性成長率が低 く,国有企業が多ければ生産

性成長率は負となる｡ だがたとえ生産性成長率

が負であっても,技術スピルオーバーが生じて

いればその負の値の絶対値は小さく成っていく

のであり,在来産業では外資比率が増大すれば

生産性成長率が増大するということに矛盾する

ものではない｡この説明だと,在来産業におい

て生産性乗離度が縮まっていることを考えると,

外資はさらに生産性成長率が低 くならなければ

ならず外資の生産性成長率まで負とならなけれ

ばおかしいことになってしまう｡ このようなこ

とが本当に起こっているのだろうか｡

実は,起こっているのである｡ 前節で用いた

『河南統計年鑑』1997年版,1998年版の企業

データを用いて,国有,集団,三資のそれぞれ

の仝要素生産性成長率を計算することができる

(表 3参照)｡三資企業と国内企業との乗離度が

縮まっているという前節のデータと同じデータ

であるから予想はつくのだが,結果は次のよう

になった｡まず,全産業総計の生産性成長率を

見ると,集団企業が3.2%,国有企業が-9.4%,

三資企業は-12.7%である｡ 売上成長率も集団

企業が11.4%,国有企業が2.6%,三資企業が

-0.01%である｡これは,外資が将来の巨大市

場の出現を見込んで地盤づくりをしているとい

う現実を反映していると言えよう｡ 個別産業で

みれば,これも当然のことながら,前節で三資

と国有,三資と集団との間の乗経度の大きさの
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変化がマイナスとなっていた部門では,三資企

業よりも国内企業の成長率の方が大きく,その

逆は逆である｡

次に,国有,集団,三資のセクター別に,売

上収入の成長率 (生産額に近似)およびその要

因としての流動資産,固定資産,仝要素生産性

の成長率を見る｡ ただし,流動資産には賃金と

原材料が含まれており,そのうち賃金は固定資

産の一部の機械設備と代替的な関係にあるのに

対し,原材料は生産量によって規定されやすい

関係にある点に注意する必要があろう｡ なお,

流動資産による生産増大はその資金回転を早

めることによっても可能である｡まず大分類

で見ると,軽工業は売上収入成長率が集団企

業で13.2%,国有企業で4.5%,三資企業で

-12.6%であ り,仝要素生産性が集団企業で

-3.4%,国有企業で-8.1%,三資企業-18.6%

である｡ 軽工業では流動資産だけが増大してい

るのが,三つの全てのセクターで共通の現象で

ある｡ 軽工業だから労働集約的という面もある

が低賃金がこれを補足 している面もあろう｡ こ

れが重化学工業の需要を狭めているかもしれな

い｡ただし,加工関連の重工業よりは固定資産

増大率が高い｡ところが重工業では三資企業の

成績が最も良い状況にある｡ 重工業は,売上収

入成長率が集団企業で10.0%,国有企業で

1.7%,三資企業で18.5%である｡ だが仝要素

生産性成長率は,集団企業で8.1%,国有企業

で-9.9%,三資企業で0.5%であり,集団企業

が最も高 くなっている｡ これはなぜだろうか｡

もう少し詳しくみると,インフラ建設などで需

要の増大 している原料関連では国内企業 も国

有 ･集団ともに健闘している｡ 問題はやはり機

械関連の多い加工関係である｡ 加工関連では国

有企業は全 く振るわず,三資企業は流動資産の

増大を伴って売上収入を三セクター中最も伸ば

し,集団企業は全要素生産性の増大を伴って売

上収入を伸ばしている｡ 固定資産は三セクター

全てにおいて伸びていない｡ここで言えること

は第一に,この分野では三資企業の資金 ･技術

面の優位性がまだ非常に大きいのだが,集団企
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業が仝要素生産性を伸ばす形で売上を伸ばして

いるのは,三資企業の下請けとなり,技術指導

を受けつつ,三資企業の原材料現地調達増によ

る流動資産増によって集団企業自らの売上を伸

ばしているためと予測しておく｡ だが,最近中

国でも需要が伸びている商用車,必需家電,パ

ソコン,移動通信などの含まれる輸送機械,電

機,電子通信などの分野では,集団企業が下請

け化で三資企業の成長のおこぼれでというより

も三資企業を押しのける形で売上を伸ばしてい

ることから,上記予測が正しいか否かは今後の

研究課題とするはかない｡第二に,少なくとも

このことは,国内ないし省内需要が伸びさえす

れば,大量生産によるコス ト低下競争で三資企

業に打ち勝つことも可能になることを示してい

るようにも思われる｡ この分野では他の分野と

比べて非常に高価となるので機械設備の導入は,

賃金の安価なために遅れている中国産業の中で

も特に遅 くなるが,機械設備の代 りに人を大量

に流れ作業式の分業組立作業に投入することで

大量生産メリットを追求できよう｡

さて,このように考えると,機械関連だけを

技術移転の段階的相違として特別扱いする必要

はなくなるように思われる｡ 上述の生産性成長

率表計算の対象となった1996年から97年にかけ

てよりも平均 5年早い1990年から94年の段階で

の外資比率と生産性成長率との相関を,前節同

様,外資比率の二乗の項をいれて見てみると,

次のようになった｡これまでと同じく,前者は

外資比率を売上収入で,後者は外資比率を企業

数でとってある｡ ここでも加重最小二乗法を用

いた｡

(dA/A),/77,=-0.047353/7,

(-4.50172)

+0.552337FDI,/7,･I1.28536FDI,2/77,
(3.39377) (-4.26309)

(dA/A),/i,･--0.058726/盲,

(一4.78098)

+1.38787FDI,/i,-7.36222FDIJ2/i,
(5.38497) (一6.57685)
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両式ともg値は全ての項において1%の有意水

準で有意である｡1990年から94年の段階では,

地元企業の技術吸収能力が低いからか,内発性

が強くて貧しい河南省の需要が小さいためか,

外資比率の増大は,最初のうちは,生産性を増

大させるが,さらに外資が増大すると競争に負

けて生産性を落とすようになる｡

結 論

以上がわれわれの計測結果とその考察である

が,最後にここから次のように結論 しておくの

が妥当かと思われる｡すなわち,我々は,もし,

外資企業から国内企業への技術スピルオーバー

が存在するなら,売上収入や企業数などにおけ

る外資比率が増大するにつれて仝要素生産性の

トップ企業 (外資と仮定)と他の企業との平均

乗離度が縮小 し,仝要素生産性平均成長率が

(国内企業がその数において多数を占めると仮

定すれば)増大するはずだという考えに基づき,

それらの相関を調べた｡技術移転の段階的相違

を考慮して先端産業と関連の深い機械関連産業

ダミーを設定したところ,生産性乗離度では機

械関連以外の在来産業でも縮小はしなかったも

のの,その傾斜は緩やかな正で,機械関連では

それが急になるという結果が得られ,生産性成

長率では,在来産業では正,機械関連では負の

傾きが得られた｡これは,技術スピルオーバー

を通じて,今日の東アジアの輸出指向の ｢雁行

型｣経済発展が河南省にも及んできている途上

である可能性を示す｡他方,在来産業でも乗離

度が広まったり成長率が小さくなっている産業

があることや,逆に機械関連産業でも,最近の

段階では売上収入成長率ないし生産性成長率が

外資より高くなっていることから,技術移転の

段階的相違を軽視 してダミー変数をなくしてみ

たところ,二次関数の形での相関がみられた｡

これはたとえ在来産業でも外資が増大すれば国

内企業が競争の強まりの中で弱体化 していくこ

とを示しており,これは,貧しく狭いながらも

国内市場により多く依存 している河南省の1990

年から94年当時の事情を反映している可能性が
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ある｡ 我々は,一応,技術スピルオーバーが存

在するものと結論付けを行っておくが,産業ご

との特殊性,乗離度や生産性成長率に作用する

外資比率以外の多くの諸要因,計測方法の原始

性,データ上の制約などを考えると,なお,こ

れらの計測結果が偶然である可能性も否定でき

ない｡しかし,上記の計測結果は,他の先行研

究や上述の他のデータからの計算結果と一致す

るものであり,今日の東アジアや中国の経済発

展を考える上で参考になるものと考える｡
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表 3 成 長 率
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グラフ1 売上収入外資比率 と生産性乗離度

93

生
産
性
乗
離
度

生
産
性
禿
離
度

0.9

0.85

0.8

0.75
0.7

0.65

0.6

0.55

0.5

0.9

0.85

0.8

0.75

0.7

0.65

0.6

0.55

0.5

◆◆化学
石炭

◆紡織

電子通信◆食品◆ 輸送設備◆ ◆

電機機械日◆~‥HHH‥‥日日‥‥日日~~日日HHH~=~‥~

日日‥日日¥ 建築
材料 ◆製薬■義-,読-t~~''非鉄金属 ~~l~~~… ~~‥1--.~=… ~~~'~‥

… ~~~~◆ ◆飲料
皮革･=精密機械 一一･･日-一一- ･= - ･一一一-一･･-日日一一一-一一

日--一一プ
ラスチック･=･-日日一･一-･-一･･◆- ･･- = 一

非鉄採掘

◆金属製品0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25 0.3 0.35 0.4 0.45 0.5

外資比率グラフ2 企業数外資比率 と生産性乗離

度◆紡織電機ヾ 食品機械

輸送設備~~◆ ‥‥‥--=~‥建築材料◆ =iih 非鉄金属~…-…~~~◆‥=…~~~…
◆…̀~~製

紙 ◆精密機械 ◆飲料

◆電子通信製薬◆
-･--◆一皮革

プラスチック･-･

◆日一一一-非鉄採掘一一~◆ -

I- ~◆--金属製品

0 0.05



94

0.15

0.1

0.05

蓋 o

性

霊0.05
率

-0.1

-0.15

-0.2

-0.25

生
産

性成長率

0.15

0.1

0.05

0

-0.1

-0.15

-0.2

-0.25

調査 と研究 第20号 (2000.10)

グラフ3 売上収入外資比率と生産性成長率
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